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令和２年第２回 

宮代町議会定例会議案書 



議案番号 件      名      等 頁 

   

議案第１８号 専決処分の承認を求めることについて 

（宮代町税条例等の一部を改正する条例） 

１ 

議案第１９号 専決処分の承認を求めることについて 

（宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例） 

９ 

議案第２０号 専決処分の承認を求めることについて 

（宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例） 

１３ 

議案第２１号 専決処分の承認を求めることについて 

（宮代町国民健康保険条例の一部を改正する条例） 

１６ 

議案第２２号 専決処分の承認を求めることについて 

（宮代町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例） 

２０ 

議案第２３号 専決処分の承認を求めることについて 

（令和２年度宮代町一般会計補正予算（専決第１号）） 

２３ 

議案第２４号 専決処分の承認を求めることについて 

（令和２年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（専決第１

号）） 

２５ 

議案第２５号 町長及び副町長の給与の特例に関する条例について ２７ 

議案第２６号 教育委員会教育長の給与の特例に関する条例について ２９ 

議案第２７号 宮代町地区計画区域内における建築物の制限に関する条例に

ついて 

３１ 

議案第２８号 宮代町税条例の一部を改正する条例について ４４ 

議案第２９号 宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例について 

 

４７ 

議案第３０号 宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について ４９ 

議案第３１号 宮代町固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例に

ついて 

５１ 

議案第３２号 宮代町防災会議条例の一部を改正する条例について ５３ 

議案第３３号 宮代町介護保険条例の一部を改正する条例について ５５ 

議案第３４号 宮代町国民保護協議会条例の一部を改正する条例について ５７ 

   



 

議案番号 件      名      等 頁 

   

議案第３５号 埼玉県市町村総合事務組合の規約変更について ５９ 

議案第３６号 令和２年度宮代町一般会計補正予算（第１号）について ６１ 

議案第３７号 令和２年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）について ６２ 
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議案第１８号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 宮代町税条例等の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、その承

認を求める。 

 

  令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 地方税法等の一部を改正する法律が令和２年３月３１日に公布されたことに伴い、

緊急に宮代町税条例等を改正する必要が生じたことから、宮代町税条例等の一部を

改正する条例を専決処分の上、同日に公布したので、地方自治法第１７９条第３項

の規定により、この案を提出するものである。 



 ２ 

 

 

 

専 決 処 分 書 

 

次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の

規定により、専決処分する。 

 

宮代町税条例等の一部を改正する条例（別紙） 

 

 令和２年３月３０日 

 

                宮代町長 新 井 康 之    
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宮代町税条例等の一部を改正する条例 

 （宮代町税条例の一部改正） 

第１条 宮代町税条例（昭和３１年宮代町条例第４号）の一部を次のように改正す

る。 

第３６条の３の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改

め、同条第１項第３号を削り、同項第４号を同項第３号とする。 

 第３６条の３の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改

め、同条第１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削り、同項第３号を削

り、同項第４号を同項第３号とする。 

 第４８条第２項中「第６６条の７第４項及び第１０項」を「第６６条の７第５

項及び第１１項」に改める。 

 第５４条第２項中「登録されている」を「登録がされている」に改め、同条第

４項中「によって」を「により」に、「にあっては」を「には」に改め、「これ

を」を削り、「課する」を「課することができる」に改め、同項に後段として次

のように加える。 

  この場合において、町は、当該登録をしようとするときは、あらかじめ、そ

の旨を当該使用者に通知しなければならない。 

 第５４条第７項中「第１０条の２の１２」を「第１０条の２の１５」に改め、

同項を同条第８項とし、同条第６項中「によって」を「により」に、「第４９条

の２」を「第４９条の３」に、「みなす」を「みなすことができる」に改め、同

項を同条第７項とし、同条第５項中「によって」を「により」に、「においては」

を「には」に、「登録されている」を「登録がされている」に、「みなす」を「み

なすことができる」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項の次に次の１項

を加える。 

５ 法第３４３条第５項に規定する探索を行ってもなお固定資産の所有者の存在

が不明である場合（前項に規定する場合を除く。）には、その使用者を所有者

とみなして、固定資産課税台帳に登録し、その者に固定資産税を課することが

できる。この場合において、町は、当該登録をしようとするときは、あらかじ

め、その旨を当該使用者に通知しなければならない。 

第６１条第９項及び第１０項中「第３４９条の３第１２項」を「第３４９条の

３第１１項」に改める。 

第６１条の２の見出し及び同条第１項中「第３４９条の３第２８項」を「第３

４９条の３第２７項」に改め、同条第２項中「第３４９条の３第２９項」を「第

３４９条の３第２８項」に改め、同条第３項中「第３４９条の３第３０項」を「第

３４９条の３第２９項」に改める。 

 第７４条の２の次に次の１条を加える。 

 （現所有者の申告） 

第７４条の３ 現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をいう。以下こ
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の条及び次条において同じ。）は、現所有者であることを知った日の翌日から

３月を経過した日までに次に掲げる事項を記載した申告書を町長に提出しなけ

ればならない。 

（１）土地又は家屋の現所有者の住所、氏名又は名称、次号に規定する個人との

関係及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっ

ては、住所、氏名又は名称及び同号に規定する個人との関係） 

（２）土地又は家屋の所有者として登記簿又は土地補充課税台帳若しくは家屋補

充課税台帳に登記又は登録がされている個人が死亡している場合における当

該個人の住所及び氏名 

（３）その他町長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

第７５条第１項中「又は」を「若しくは」に、「によって」を「により、又は

現所有者が前条の規定により」に、「においては」を「には」に改める。  

第９６条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項（法第４

６９条第１項第３号又は第４号に係る部分に限る。）」に、「第１６条の２の３」

を「第１６条の２の３第２項」に、「提出しない場合には、適用しない」を「提

出している場合に限り、適用する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項

の次に次の１項を加える。 

 ２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の規定は、

卸売販売業者等が、同条第１項第１号又は第２号に掲げる製造たばこの売渡し

又は消費等について、第９８条第１項又は第２項の規定による申告書に前項（法

第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の適用を受けようと

する製造たばこに係るたばこ税額を記載し、かつ、施行規則第１６条の２の３

第１項に規定する書類を保存している場合に限り、適用する。 

第９８条第１項中「第９６条第２項」を「第９６条第３項」に改める。 

第１３１条第６項中「第５４条第６項」を「第５４条第７項」に改める。 

附則第６条中「平成３４年度」を「令和４年度」に改める。 

附則第７条の３の２第１項中「平成４５年度」を「令和１５年度」に、「平成

３３年」を「令和３年」に改める。 

附則第８条第１項中「平成３３年度」を「令和６年度」に改める。 

附則第１０条中「又は法附則第１５条」を「又は附則第１５条」に改める。 

附則第１０条の２第２項を削り、同条第３項中「附則第１５条第２項第６号」

を「附則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条第２項とし、同条第４項を

同条第３項とし、同条第５項を同条第４項とし、同条第６項中「附則第１５条第

２９項」を「附則第１５条第２６項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第７

項中「附則第１５条第３０項第１号」を「附則第１５条第２７項第１号」に改め、

同項を同条第６項とし、同条第８項中「附則第１５条第３０項第２号」を「附則

第１５条第２７項第２号」に改め、同項を同条第７項とし、同条第９項中「附則

第１５条第３０項第３号」を「附則第１５条第２７項第３号」に改め、同項を同
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条第８項とし、同条第１０項中「附則第１５条第３１項第１号」を「附則第１５

条第２８項第１号」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中「附則第１

５条第３１項第２号」を「附則第１５条第２８項第２号」に改め、同項を同条第

１０項とし、同条第１２項中「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附則第１５

条第３０項第１号イ」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中「附則

第１５条第３３項第１号ロ」を「附則第１５条第３０項第１号ロ」に改め、同項

を同条第１２項とし、同条第１４項を削り、同条第１５項中「附則第１５条第３

３項第１号ニ」を「附則第１５条第３０項第１号ハ」に改め、同項を同条第１３

項とし、同条第１６項中「附則第１５条第３３項第１号ホ」を「附則第１５条第

３０項第１号ニ」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１７項中「附則第１

５条第３３項第２号イ」を「附則第１５条第３０項第２号イ」に改め、同項を同

条第１５項とし、同条第１８項中「附則第１５条第３３項第２号ロ」を「附則第

１５条第３０項第２号ロ」に改め、同項を同条第１６項とし、同項の次に次の１

項を加える。 

１７ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

附則第１０条の２第１９項中「附則第１５条第３３項第３号イ」を「附則第１

５条第３０項第３号イ」に改め、同項を同条第１８項とし、同条第２０項中「附

則第１５条第３３項第３号ロ」を「附則第１５条第３０項第３号ロ」に改め、同

項を同条第１９項とし、同条第２１項中「附則第１５条第３３項第３号ハ」を「附

則第１５条第３０項第３号ハ」に改め、同項を同条第２０項とし、同条第２２項

中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同項を同条第

２１項とし、同条第２３項を削り、同条第２４項中「附則第１５条第４４項」を

「附則第１５条第３８項」に改め、同項を同条第２２項とし、同条第２５項中「附

則第１５条第４５項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同項を同条第２３項

とし、同条第２６項中「附則第１５条第４７項」を「附則第１５条第４１項」に

改め、同項を同条第２４項とし、同項の次に次の１項を加える。 

 ２５ 法附則第１５条第４７項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２

とする。 

附則第１０条の２第２７項を同条第２６項とする。 

附則第１０条の４第１項中「第５４条第５項」を「第５４条第６項」に改め、

同条第２項中「平成３１年度分及び平成３２年度分」を「令和元年度分及び令和

２年度分」に改める。 

附則第１１条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附則第１１条の２の見出し中「平成３１年度又は平成３２年度」を「令和元年

度又は令和２年度」に改め、同条第１項中「平成３１年度分又は平成３２年度分」

を「令和元年度分及び令和２年度分」に改め、同条第２項中「平成３１年度適用

土地又は平成３１年度類似適用土地」を「令和元年度適用土地又は令和元年度類
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似適用土地」に、「平成３２年度分」を「令和２年度分」に改める。 

附則第１２条の前の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条

中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１２条の２中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附則第１３条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条中「平

成３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１５条第１項中「又は法」を「又は」に、「平成３２年度」を「令和２

年度」に改め、同条第２項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」

に改める。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「平成３２年度」を「令和５年度」に改

め、同条第３項中「第３５条の２」を「第３５条の３」に改める。 

附則第２２条第２項中「平成３３年度」を「令和３年度」に改める。 

附則第２３条第１項中「平成３５年度」を「令和５年度」に改める。 

（宮代町税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 宮代町税条例の一部を改正する条例（令和元年宮代町条例第２０号）の一

部を次のように改正する。 

第３条のうち、宮代町税条例第２４条第１項第３号の改正規定を削る。 

附則第１条第３号を次のように改める。 

（３）削除 

附則第１条第４号中「（前号に掲げる改正規定を除く。）」を削る。 

附則第３条中「令和２年新条例」を「２年新条例」に改める。 

附則第４条を次のように改める。 

第４条 削除 

 附則第５条中「令和元年１０月新条例」を「元年１０月新条例」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （町民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の宮代町税条例

（以下「新条例」という。）の規定中個人の町民税に関する部分は、令和２年度

以後の年度分の個人の町民税について適用し、令和元年度分までの個人の町民税

については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」

という。）以後に支払を受けるべき同項に規定する給与について提出する同項及

び同条第２項に規定する申告書について適用する。 

３ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得

税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同

法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について提出する新条例
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第３６条の３の３第１項に規定する申告書について適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

令和２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分までの固定

資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第５４条第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用し、令和２年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 新条例第５４条第５項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。 

４ 新条例第７４条の３の規定は、施行日以後に、同条に規定する現所有者である

ことを知った者について適用する。 

５ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方税法等

の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方

税法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第７項において「旧法」という。）

附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税について

は、なお従前の例による。 

６ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法

附則第１５条第３３項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課す

る固定資産税については、なお従前の例による。 

７ 平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法

附則第１５条第４０項に規定する家屋及び償却資産に対して課する固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

 （宮代町税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 宮代町税条例の一部を改正する条例（平成２７年宮代町条例第３１号）の

一部を次のように改正する。 

  附則第６条第２項第３号中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」

に改め、同条第１３項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に

改め、同条第１４項の表第５項の項中「平成３１年１０月３１日」を「令和元年

１０月３１日」に改め、同表第６項の項中「平成３２年３月３１日」を「令和２

年３月３１日」に改める。 

（宮代町税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第５条 宮代町税条例等の一部を改正する条例（平成２９年宮代町条例第２号）の

一部を次のように改正する。 

  附則第１条中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。 

  附則第４条第２項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度分」

を「令和元年度分」に改める。 

 （宮代町税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 宮代町税条例の一部を改正する条例（平成２９年宮代町条例第１９号）の



 ８ 

 

一部を次のように改正する。 

  附則第２項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。 

 （宮代町税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第７条 宮代町税条例等の一部を改正する条例（平成３０年宮代町条例第２６号）

の一部を次のように改正する。 

附則第１条第３号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改

め、同条第４号中「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」に改め、同条

第５号中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改め、同条第６

号中「平成３３年１月１日」を「令和３年１月１日」に改め、同条第７号中「平

成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、同条第８号中「平成３

４年１０月１日」を「令和４年１０月１日」に改める。 

附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２項中

「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度分」を「令和２年度分」

に改める。 

附則第６条中「平成３1 年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改める。 

附則第８条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改

め、同条第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に改め、

同条第３項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改め、同条

第４項及び第５項中「３２年新条例」を「２年新条例」に改める。 

附則第１０条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に

改め、同条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に改め、

同条第３項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改め、同条

第４項及び第５項中「３３年新条例」を「３年新条例」に改める。 

 



 ９ 

 

議案第１９号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第１７９条第

１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、その承認を求める。 

 

  令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 地方税法等の一部を改正する法律が令和２年３月３１日に公布されたことに伴い、

緊急に宮代町都市計画税条例を改正する必要が生じたことから、宮代町都市計画税

条例の一部を改正する条例を専決処分の上、同日に公布したので、地方自治法第１

７９条第３項の規定により、この案を提出するものである。 

 

 



 １０ 

 

 

 

専 決 処 分 書 

 

次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の

規定により、専決処分する。 

 

宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例（別紙） 

 

 令和２年３月３０日 

 

                宮代町長 新 井 康 之    



 １１ 

 

宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例 

 宮代町都市計画税条例（平成２２年宮代町条例第２１号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条第２項中「第３４９条の３第１０項から第１２項まで、第２２項から第２

４項まで、第２６項、第２８項から第３１項まで、第３３項又は第３４項」を「第

３４９条の３第９項から第１１項まで、第２１項から第２３項まで、第２５項、第

２７項から第３０項まで、第３２項又は第３３項」に改める。 

 附則第３項を削る。 

 附則第４項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第

３８項」に改め、同項を附則第３項とする。 

 附則第５項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４５項」を「附則第１５条第

３９項」に改め、同項を附則第４項とし、同項の次に次の１項を加える。 

 （法附則第１５条第４７項の条例で定める割合） 

５ 法附則第１５条第４７項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とす

る。 

 附則第７項の前の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同項及び

第８項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、

「又は法」を「又は」に改める。 

 附則第９項から第１１項までの規定中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「第

１９項」を「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改める。 

 附則第１２項の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同項中「平

成３２年度」を「令和２年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、「又は法」を

「又は」に改める。 

 附則第１６項中「、第１９項、第２１項から第２５項まで、第２７項、第２８項、

第３２項、第３６項、第４０項、第４３項から第４５項まで若しくは第４８項から

第５０項まで」を「から第２２項まで、第２４項、第２５項、第２９項、第３３項、

第３７項から第３９項まで、第４２項から第４４項まで、第４７項若しくは第４８

項」に、「第３４項」を「第３３項」に、「又は法」を「又は」に改める。 

 附則第１７項（見出しを含む。）中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の宮代町都市計画税条例

（附則第４項において「新条例」という。）の規定は、令和２年度以後の年度分

の都市計画税について適用し、令和元年度分までの都市計画税については、なお

従前の例による。 

３ 平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された地方



 １２ 

 

税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前

の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条第４０項に規定する家屋

に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 

４ この条例の施行の日から都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２

年法律第  号）の施行の日の前日までの間における新条例附則第１６項の規定

の適用については、同項中「、第４７項若しくは第４８項」とあるのは、「若し

くは第４７項」とする。 

 



 １３ 

 

議案第２０号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第１７９

条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、その承認を求める。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

地方税法施行令の一部を改正する政令が令和２年３月３１日に公布されたことに

伴い、緊急に宮代町国民健康保険税条例を改正する必要が生じたことから、同日に

宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を専決処分したので、地方自治法

第１７９条第３項の規定により、この案を提出するものである。 

 

 

 

 



 １４ 

 

 

 

専 決 処 分 書 

 

次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第１７９条第１項の

規定により、専決処分する。 

 

   宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例（別紙） 

 

  令和２年３月３１日 

 

                      宮代町長 新 井 康 之 



 １５ 

 

   宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 宮代町国民健康保険税条例（昭和３０年宮代町条例第２２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２３条第２号中「２８万円」を「２８５，０００円」に改め、同条第３号中「５

１万円」を「５２万円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の宮代町国民健康保険税条例の規定は、令和２年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和元年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。 

 

 

 



 １６ 

 

議案第２１号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

宮代町国民健康保険条例の一部を改正する条例について、地方自治法第１７９条

第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、その承認を求める。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に傷病手当金を支給するにあた

り、緊急に宮代町国民健康保険条例を改正する必要が生じたことから、令和２年５

月１日に宮代町国民健康保険条例の一部を改正する条例を専決処分したので、地方

自治法第１７９条第３項の規定により、この案を提出するものである。 



 １７ 

 

 

 

専 決 処 分 書 
 

次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第１７９条第１項の

規定により、専決処分する。 

 

   宮代町国民健康保険条例の一部を改正する条例（別紙） 

 

  令和２年５月１日 

 

                      宮代町長 新 井 康 之 

 

 



 １８ 

 

   宮代町国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 宮代町国民健康保険条例（昭和３４年宮代町条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

 附則第２項の次に次の６項を加える。 

 （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金） 

３ 給与等（所得税法（昭和４３年法律第２３号）第２８条第１項に規定する給与

等をいい、賞与（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第３条第６項に規定す

る賞与をいう。）を除く。以下同じ。）の支払いを受けている被保険者が療養の

ため労務に服することができないとき（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平

成２４年法律第３１号）附則第１条の２に規定する新型コロナウイルス感染症に

感染したとき又は発熱等の症状があり当該感染症の感染が疑われるときに限る。）

は、その労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した日か

ら労務に服することができない期間のうち労務に就くことを予定していた日につ

いて、傷病手当金を支給する。 

４ 傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する月以前

の直近の継続した３月間の給与等の収入の額の合計額を就労日数で除した金額

（その額に、５円未満の端数があるときは、これを切り捨て、５円以上１０円未

満の端数があるときは、これを１０円に切り上げるものとする。）の３分の２に

相当する金額（その金額に、５０銭未満の端数があるときは、これを切り捨て、

５０銭以上１円未満の端数があるときは、これを１円に切り上げるものとする。）

とする。ただし、健康保険法第４０条第１項に規定する標準報酬月額等級の最高

等級の標準報酬月額の３０分の１に相当する金額の３分の２に相当する金額を超

えるときは、その金額とする。 

５ 傷病手当金の支給期間は、その支給を始めた日から起算して１年６月を超えな

いものとする。 

 （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金と給与等と

の調整） 

６ 新型コロナウイルス感染症に感染した場合又は発熱等の症状があり当該感染症

の感染が疑われる場合において給与等の全部又は一部を受けることができる者に

対しては、これを受けることができる期間は、傷病手当金を支給しない。ただし、

その受けることができる給与等の額が、附則第４項の規定により算定される額よ

り少ないときは、その差額を支給する。 

７ 前項に規定する者が、新型コロナウイルス感染症に感染した場合において、そ

の受けることができるはずであった給与等の全部又は一部につき、その全額を受

けることができなかったときは傷病手当金の全額、その一部を受けることができ

なかった場合においてその受けた額が傷病手当金の額より少ないときはその額と

傷病手当金との差額を支給する。ただし、同項ただし書の規定により傷病手当金

の一部を受けたときは、その額を支給額から控除する。 



 １９ 

 

８ 前項の規定により町が支給した金額は、当該被保険者を使用する事業所の事業

主から徴収する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の附則第３項から附則第８項までの規

定は、傷病手当金の支給を始める日が令和２年１月１日から令和２年９月３０日ま

での間に属する場合に適用する。 

 

 



 ２０ 

 

議案第２２号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

宮代町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について、地方自治法

第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、その承認を求め

る。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条

例が令和２年５月１日に施行されたことに伴い、緊急に宮代町後期高齢者医療に関

する条例を改正する必要が生じたことから、同日に宮代町後期高齢者医療に関する

条例の一部を改正する条例を専決処分したので、地方自治法第１７９条第３項の規

定により、この案を提出するものである。 

 

 

 

 

 



 ２１ 

 

 

 

専 決 処 分 書 
 

次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第１７９条第１項の

規定により、専決処分する。 

 

   宮代町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例（別紙） 

 

  令和２年５月１日 

 

                      宮代町長 新 井 康 之 

 



 ２２ 

 

宮代町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

 宮代町後期高齢者医療に関する条例（平成１９年宮代町条例第２７号）の一部を

次のように改正する。 

 第２条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

（８）傷病手当金の支給に係る申請書の提出の受付 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 ２３ 

 

議案第２３号 

 

専決処分の承認を求めることについて 

 

令和２年度宮代町一般会計補正予算（専決第１号）について、別紙のとおり専決

処分したので、その承認を求める。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

国の新型コロナウイルス感染症に関する緊急経済対策に伴い、特別定額給付金の

給付及び子育て世帯への臨時特別給付金の給付に係る経費を緊急に計上する必要が

生じたことから、令和２年度宮代町一般会計予算に３４億６，０１６万１０００円

を追加し、総額を１４０億８，３１６万１０００円とすることについて、令和２年

５月１日に専決処分をしたので、地方自治法第１７９条第３項の規定により、この

案を提出するものである。 



 ２４ 

 

 

 

専 決 処 分 書 
 

次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第１７９条第１項の

規定により、専決処分する。 

 

   令和２年度宮代町一般会計補正予算（専決第１号）（別紙） 

 

  令和２年５月１日 

 

                      宮代町長 新 井 康 之 
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議案第２４号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

令和２年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（専決第１号）について、別紙

のとおり専決処分したので、その承認を求める。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

新型コロナウイルス感染症の感染者及び感染の疑いのある被保険者に傷病手当金

を支給する経費を緊急に計上する必要が生じたことから、令和２年度宮代町国民健

康保険特別会計予算に７５３万７,０００円を追加し、総額を３６億３，７０３万７，

０００円とすることについて、令和２年５月１日に専決処分をしたので、地方自治

法第１７９条第３項の規定により、この案を提出するものである。 



 ２６ 

 

 

 

専 決 処 分 書 
 

次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第１７９条第１項の

規定により、専決処分する。 

 

   令和２年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（専決第１号）（別紙） 

 

  令和２年５月１日 

 

                      宮代町長 新 井 康 之 

 



 ２７ 

 

議案第２５号 

 

   町長及び副町長の給与の特例に関する条例について 

 

町長及び副町長の給与の特例に関する条例を別紙のとおり提出する。 

 

  令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による町民生活への影響を鑑み、町長及び

副町長の給与の特例に関する条例を制定したいので、地方自治法第９６条第１項第

１号の規定により、この案を提出するものである。 
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町長及び副町長の給与の特例に関する条例 

（給料の額の特例） 

第１条 町長及び副町長の給料月額は、町長及び副町長の給与等に関する条例（昭

和４４年宮代町条例第７号）第３条の規定にかかわらず、令和２年７月１日から

同年１２月３１日までの間においては、町長にあっては同条第１号に定める給料

月額からその１００分の２０に相当する額を減じた額とし、副町長にあっては同

条第２号に定める給料月額からその１００分の１０に相当する額を減じた額とす

る。 

 （期末手当の額の算出の基礎となる給料月額） 

第２条 町長及び副町長の給与等に関する条例第６条第２項に定める「町長等が受

けるべき給料月額」とは、前条に定める給料の額とする。 

附 則 

１ この条例は、令和２年７月１日から施行する。 

２ この条例は、令和２年１２月３１日限り、その効力を失う。 



 ２９ 

 

議案第２６号 

 

教育委員会教育長の給与の特例に関する条例について 

 

教育委員会教育長の給与の特例に関する条例を別紙のとおり提出する。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による町民生活への影響を鑑み、教育委員

会教育長の給与の特例に関する条例を制定したいので、地方自治法第９６条第１項

第１号の規定により、この案を提出するものである。 
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教育委員会教育長の給与の特例に関する条例 

 （給料の額の特例） 

第１条 教育長の給料月額は、教育委員会教育長の給与等に関する条例（昭和４４

年宮代町条例第８号）第３条の規定にかかわらず、令和２年７月１日から同年

１２月３１日までの間においては、同条に定める給料月額からその１００分の１

０に相当する額を減じた額とする。 

 （期末手当の額の算出の基礎となる給料月額） 

第２条 教育委員会教育長の給与等に関する条例第６条第２項に定める「教育長が

受けるべき給料月額」とは、前条に定める給料の額とする。 

   附 則 

１ この条例は、令和２年７月１日から施行する。 

２ この条例は、令和２年１２月３１日限り、その効力を失う。 



 ３１ 

 

議案第２７号 

 

宮代町地区計画区域内における建築物の制限に関する条例について 

 

宮代町地区計画区域内における建築物の制限に関する条例を別紙のとおり提出す

る。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

建築基準法第６８条の２第１項及び都市緑地法第３９条第１項の規定に基づき、

東武動物公園駅西口地区及び宮代和戸横町地区において、建築物の制限に関する

条例を制定したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案

を提出するものである。 
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宮代町地区計画区域内における建築物の制限に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）

第６８条の２第１項及び都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第３９条第 1 項

の規定に基づき、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１２条の４第 1 項

第 1 号に規定する地区計画の区域（地区整備計画が定められている区域に限る。）

内の建築物の敷地、構造、用途及び緑化に関する制限を定めることにより、当該

区域における適正な都市機能と健全な都市環境を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法、都市緑地法、都市計画法及び建築基

準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「施行令」という。）の定めると

ころによる。 

（適用区域） 

第３条 この条例の規定は、別表第 1 に掲げる区域に適用する。 

（建築物の用途の制限） 

第４条 前条に規定する区域内においては、別表第２に掲げる地区の区分に応じ、

同表に掲げる建築物は、建築してはならない。 

（建築物の敷地面積の最低限度） 

第５条 建築物の敷地面積は、別表第３に掲げる地区の区分に応じ、同表に掲げる

数値以上でなければならない。 

２ 前項の規定は、同項の規定の施行又は適用の際、現に建築物の敷地として使用

されている土地で同項の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権

利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合しないことと

なる土地について、その全部を一の敷地として使用する場合においては、同項の

規定は適用しない。ただし、次の各号のいずれかに該当する土地については、こ

の限りでない。 

（１）この条例を改正する条例による改正後の前項の規定の施行又は適用の際、改

正前の同項の規定に違反している建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づ

いて建築物の敷地として使用するならば改正前の同項の規定に違反することと

なった土地 

（２）前項の規定に適合するに至った建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づ 

いて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合するに至った土地 

３ 第 1 項の規定は、法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行による建築物

の敷地面積の減少により、当該事業の施行の際現に建築物の敷地として使用され

ている土地で第 1 項の規定に適合しないこととなるもの又は当該事業の施行の際

現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同

項の規定に適合しないこととなる土地については、適用しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 
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（１）法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行により建築物の敷地面積が減

少した際、当該敷地面積の減少がなくとも第１項の規定に違反していた建築物

の敷地又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば

同項の規定に違反することとなった土地 

（２）第 1 項の規定に適合するに至った建築物の敷地又は所有権その他の権利に基

づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合するに至った土地 

（壁面の位置の制限）   

第６条 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離は、別表

第４に掲げる地区の区分に応じ、同表に掲げる数値以上でなければならない。 

（建築物の高さの最高限度）   

第７条 建築物の高さの最高限度は、別表第５に掲げる地区の区分に応じ、同表に

掲げる数値以下でなければならない。 

（緑化率の最低限度） 

第８条 建築物の緑化率（建築物の緑化施設（植栽、花壇その他の緑化のための施

設及び敷地内の保全された樹木並びにこれらに附属して設けられる園路、土留そ

の他の施設（当該建築物の空地、屋上その他の屋外に設けられるものに限る。）

をいう。以下同じ。）の面積の敷地面積に対する割合をいう。以下同じ。）は、

別表第６に掲げる地区の区分に応じ、同表に掲げる数値以上でなければならない。 

（緑化率の最低限度の特例） 

第９条 次の各号のいずれかに該当する建築物等については、前条の規定は適用し

ない。           

（１）新築又は増築する建築物であって、その敷地面積が別表第３に掲げる数値未

満であるもの 

（２）この条例の施行の際、既に着手していた建築工事 

（３）増築する建築物であって、増築後の床面積の合計が、この条例の施行の際、

当該建築物の床面積の合計の１．２倍を超えないもの 

（４）その敷地の周囲に広い緑地を有する建築物であって、良好な都市環境の形成

に支障を及ぼすおそれがないと認めて町長が許可したもの 

（５）学校その他の建築物であって、その用途によってやむを得ないと認めて町長

が許可したもの 

（６）その敷地の全部又は一部ががけ地である建築物その他の建築物であって、そ

の敷地の状況によってやむを得ないと認めて町長が許可したもの 

２ 町長は、前項第４号から第６号までに規定する許可の申請があった場合におい

て、良好な都市環境の形成に必要があると認めるときは、許可に必要な条件を付

すことができる。 
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（緑化施設の管理の方法の基準） 

第１０条 都市緑地法第４４条に規定する緑化施設の管理の方法の基準は、町長が

別に定める。 

（垣又は柵の構造の制限） 

第１１条 垣又は柵の構造は、別表第７に掲げる地区の区分に応じ、同表に掲げる

とおりとしなければならない。 

（既存の建築物に対する制限の緩和） 

第１２条 法第３条第２項の規定により第４条の規定の適用を受けない建築物につ

いて、次に掲げる範囲内において増築又は改築をする場合においては、法第３条

第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、第４条の規定は適用しない。 

（１）増築又は改築が基準時（法第３条第２項の規定により第４条の規定の適用を

受けない建築物について、法第３条第２項の規定により引き続き第４条の規定

（同条の規定が改正された場合においては改正前の規定を含む。）の適用を受

けない期間の始期をいう。以下この項において同じ。）における敷地内におけ

るものであり、かつ、増築又は改築後における延べ面積及び建築面積が基準時

における敷地面積に対してそれぞれ法第５２条第 1 項、第２項及び第７項並び

に法第５３条の規定に適合すること。 

（２）増築後の床面積の合計は、基準時における床面積の合計の１．２倍を超えな

いこと。 

（３）増築後の第４条の規定に適合しない用途に供する建築物の部分の床面積の合

計は、基準時におけるその部分の床面積の合計の１．２倍を超えないこと。 

（４）第４条の規定に適合しない事由が原動機の出力、機械の台数又は容器等の容

量による場合においては、増築後のそれらの出力、台数又は容量の合計が、基

準時におけるそれらの出力、台数又は容量の合計の１．２倍を超えないこと。 

（違反建築物に対する措置） 

第１３条 町長は、第８条の規定又は第９条第１項第４号から第６号までに掲げる

建築物に係る許可に付された条件（以下「許可建築物の附帯条件」という。）に

違反している事実があると認めるときは、当該建築物の新築若しくは増築又は維

持保全をする者に対して、相当の期限を定めて、当該違反を是正するために必要

な措置をとるべき旨を命ずることができる。 

２ 国又は地方公共団体の建築物については、前項の規定は適用しない。この場合

において、町長は、国又は地方公共団体の建築物が第８条の規定又は許可建築物

の附帯条件に違反している事実があると認めるときは、その旨を当該建築物を管

理する機関の長に通知し、前項の措置をとるべき旨を要請しなければならない。 

（報告及び立入検査） 

第１４条 町長は、前条の規定の施行に必要な限度において、町長が別に定めると

ころにより、建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対して、第８条

の規定若しくは許可建築物の附帯条件への適合状況若しくは緑化施設の管理に関



 ３５ 

 

する事項に関し報告を求め、又はその職員に、建築物若しくはその敷地若しくは

それらの工事現場に立ち入り、建築物、緑化施設、書類その他の物件を検査させ

ることができる。 

（罰則） 

第１５条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。 

（１）第４条の規定に違反した場合における当該建築物の建築主 

（２）第５条、第６条、第７条又は第１１条の規定に違反した場合における当該建

築物の設計者（設計図書を用いないで工事を施工し、又は設計図書に従わない

で工事をした場合においては、当該建築物の工事施工者） 

（３）法第８７条第２項において準用する第４条の規定に違反した場合における当

該建築物の所有者、管理者又は占有者 

２ 前項第２号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主又は工作

物の築造主の故意によるものであるときは、当該設計者又は工事施工者を罰する

ほか、当該建築主又は工作物の築造主に対して同項の刑を科する。 

３ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人

又は人の業務に関して、前２項の違反行為をした場合においては、その行為者を

罰するほか、その法人又は人に対して第 1 項の刑を科する。 

第１６条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

（１）第１３条第 1 項の規定による命令に違反した者 

（２）第１４条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

（３）第１４条の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人

又は人の業務に関して、前項各号の違反行為をした場合においては、その行為者

を罰するほか、その法人又は人に対して前項の刑を科する。 

（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和２年７月１日から施行する。 
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別表第１（第３条関係） 

名 称 区     域 

東武動物公園駅

西口地区地区整

備計画区域 

平成２５年宮代町告示第３０号により告示 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された東武動物

公園駅西口地区地区計画の区域のうち地区整備計画が定めら

れた区域 

宮代和戸横町地

区地区整備計画

区域 

令和元年宮代町告示第１２２号により告示 

都市計画法第２０条第1項の規定により告示された宮代和戸横

町地区地区計画の区域のうち地区整備計画が定められた区域 



 ３７ 

 

別表第２（第４条関係） 

名 称 地区の区分 建築物の用途の制限 

東武動物

公園駅西

口地区地

区整備計

画区域 

Ａ地区 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第６項に規定す

る営業を営む施設 

Ｂ地区 ― 

宮代和戸

横町地区

地区整備

計画区域 

Ａ地区 １ 住宅、兼用住宅、長屋、共同住宅、寄宿舎又は下宿 

２ 店舗、飲食店その他これらに類するもの 

３ ボーリング場、スケート場、水泳場その他これら

に類するもの 

４ 展示場、ぱちんこ屋、遊技場、マージャン屋、射

的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

５ カラオケボックスその他これに類するもの 

６ 図書館、博物館その他これらに類するもの 

７ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

８ 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの 

９ 保育所（主に当該地区内の事業所に従業する者の

用に供するものを除く。） 

１０ 公衆浴場 

１１ 診療所 

１２ 老人福祉センター、児童厚生施設その他これら

に類するもの 

１３ 自動車教習所 

１４ 畜舎 

１５ 葬儀場、セレモニーホールその他これらに類す

るもの 

１６ 建築基準法別表第２（る）項第１号及び同項第

２号に掲げる建築物 

１７ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５

年法律第１３７号）に規定する一般廃棄物の処理業

の用に供する建築物又は工作物 

 Ｂ地区 １ 住宅、兼用住宅、長屋、共同住宅、寄宿舎又は下

宿 

２ 店舗、飲食店その他これらに類するもの（当該用途

に供する部分の床面積の合計が５００平方メートル 



 ３８ 

 

  
を超えず、当該用途に供する部分を有する建築物の

敷地が、都市計画道路３・４・５９備中岐橋通り線

に面し、かつ、建築物がその端より５０メートルの

範囲に立地するものを除く。） 

３ ボーリング場、スケート場、水泳場その他これら

に類するもの 

４ 展示場、ぱちんこ屋、遊技場、マージャン屋、射

的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

５ カラオケボックスその他これに類するもの 

６ 図書館、博物館その他これらに類するもの 

７ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

８ 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するも

の 

９ 保育所（主に当該地区内の事業所に従業する者の

用に供するものを除く。） 

１０ 公衆浴場 

１１ 診療所 

１２ 老人福祉センター、児童厚生施設その他これら

に類するもの 

１３ 自動車教習所 

１４ 畜舎 

１５ 葬儀場、セレモニーホールその他これらに類す

るもの 

１６ 建築基準法別表第２（る）項第１号及び同項第

２号に掲げる建築物 

１７ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定する

一般廃棄物の処理業の用に供する建築物又は工作物 



 ３９ 

 

別表第３（第５条関係） 

名 称 地区の区分 建築物の敷地面積の最低限度 

東武動物

公園駅西

口地区地

区整備計

画区域 

Ａ地区 ５００平方メートル 

ただし、警察官派出所、公衆便所等町長が必要と認める

ものについては、この限りでない。 

Ｂ地区 １４０平方メートル 

ただし、警察官派出所、公衆便所等町長が必要と認める

ものについては、この限りでない。 

宮代和戸

横町地区

地区整備

計画区域 

Ａ地区 １０，０００平方メートル 

ただし、次に掲げるものはこの限りでない。 

１ 主に当該地区内の事業所に従業する者の用に供す

る保育所 

２ Ｂ地区で建築可能な店舗、飲食店その他これらに類

するもの 

３ 町長が公益上やむを得ないと認めたもの 

Ｂ地区 

 



 ４０ 

 

別表第４（第６条関係） 

名 称 地区の区分 壁面の位置の制限 

東武動物

公園駅西

口地区地

区整備計

画区域 

Ａ地区 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から、地区施設

として整備する区画道路及び地区周辺の都市計画道路

の道路境界線までの距離は２メートル以上とし、鉄道

境界線までの距離は４メートル以上とする。 

ただし、次に掲げるものは、この限りでない。 

１ 地下駐輪場等の用に供する車路 

２ 落下物防止のための庇等 

３ 駅舎から駅前広場及びＡ地区を繋げる昇降施設並

びにペデストリアンデッキ（歩行者回廊）等 

４ 地区施設として整備する歩道状空地の定めのない

鉄道境界沿いに設置する施設 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から、隣地境界線

までの距離は１メートル以上とする。 

Ｂ地区 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から、地区施設

として整備する区画道路及び地区周辺の都市計画道路

の道路境界線までの距離は２メートル以上とし、鉄道

境界線までの距離は４メートル以上とする。 

ただし、次に掲げるものは、この限りでない。 

１ 地下駐輪場等の用に供する車路 

２ 落下物防止のための庇等 

３ 駅舎から駅前広場及びＡ地区を繋げる昇降施設並

びにペデストリアンデッキ（歩行者回廊）等 

４ 地区施設として整備する歩道状空地の定めのない

鉄道境界沿いに設置する施設 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から、隣地境界線

までの距離は１メートル以上とする。 

ただし、次に掲げるものは、この限りでない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が

３．０メートル以下である建築物の部分 

２ 物置で高さ２．５メートル以下、かつ、床面積の合

計が６．６平方メートル以内のもの 

３ 出窓（床面積に算入されないもの） 

４ 建築物の管理上必要最小限の付帯施設の部分 

宮代和戸

横町地区

地区整備

計画区域 

Ａ地区 

 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線

までの距離は１０メートル以上（区６－５号線に限って

は令和元年６月７日付け宮代町告示第１２２号地区計

画整備計画図に示すとおり。）とし、隣地境界線までの

距離は５メートル以上とする。 

ただし、次に掲げるものはこの限りでない。 

１ 安全上若しくは保安上やむを得ないもの 

２ 町長が公益上やむを得ないと認めたもの 

Ｂ地区 



 ４１ 

 

別表第５（第７条関係） 

名 称 地区の区分 建築物等の高さの最高限度 

東武動物

公園駅西

口地区地

区整備計

画区域 

Ａ地区 ― 

Ｂ地区 ― 

宮代和戸

横町地区

地区整備

計画区域 

Ａ地区 ３１メートル 

ただし、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２

条第１項第１６号に規定する電気事業の用に供する施

設は、この限りでない。 
Ｂ地区 

 



 ４２ 

 

別表第６（第８条関係） 

名 称 地区の区分 建築物の緑化率の最低限度 

東武動物

公園駅西

口地区地

区整備計

画区域 

Ａ地区 ― 

Ｂ地区 ― 

宮代和戸

横町地区

地区整備

計画区域 

Ａ地区 １，０００平方メートル以上の建築物の敷地にあっては

１０分の２とする。 

Ｂ地区 
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別表第７（第１１条関係） 

名 称 地区の区分 垣又は柵の構造の制限 

東武動物

公園駅西

口地区地

区整備計

画区域 

Ａ地区 道路と敷地の境界線及び壁面の位置の制限として定め

られた限度の線との間には、歩道空間としての機能を損

なうような垣又は柵を設けてはならない。 
Ｂ地区 

宮代和戸

横町地区

地区整備

計画区域 

Ａ地区 道路境界側及び隣地境界側に設ける垣又は柵の構造は、

次の各号の一に掲げるものとする。 

ただし、門柱、門扉、安全上若しくは保安上やむを得な

いものは、この限りでない。 

１ 生垣 

２ 宅地地盤面からの高さ２．０メートル以下の金網等

の透視可能なフェンスで、基礎を構築する場合には、

基礎の高さが０．６メートル以下のもの 

３ 植栽と基礎を組み合わせたもので、基礎の高さが

０．６メートル以下のもの 

Ｂ地区 

 



 ４４ 

 

議案第２８号 

 

   宮代町税条例の一部を改正する条例について 

 

宮代町税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

提 案 理 由 

地方税法等の一部を改正する法律が公布されたことに伴い、宮代町税条例の一部

を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出

するものである。 

   

 



 ４５ 

 

   宮代町税条例の一部を改正する条例 

 （宮代町税条例の一部改正） 

第１条 宮代町税条例（昭和３１年宮代町条例第４号）の一部を次のように改正す

る。 

附則第１０条中「法附則第１５条から第１５条の３の２まで」の次に「、第６

１条又は第６２条」を、「又は附則第１５条から第１５条の３の２まで」の次に

「、第６１条若しくは第６２条」を加える。 

附則第１０条の２第２４項中「をいう」の次に「。第２７項において同じ」を

加え、同条に次の１項を加える。 

 ２７ 法附則第６２条に規定する市町村の条例で定める割合は零（生産性の向上

に重点的に取り組むべき業種として同意導入促進基本計画に定める業種に属す

る事業の用に供する同条に規定する家屋及び構築物にあっては、零）とする。 

  附則第１５条の２中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月３１日」に改め

る。 

  附則に次の１条を加える。 

  （新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等） 

 第２４条 第９条第７項の規定は、法附則第５９条第３項において準用する法第

１５条の２第８項に規定する条例で定める期間について準用する。 

２ 第１０条第１項の規定は法附則第５９条第３項において準用する法第１５条

の３第１項第４号に規定する条例で定める債権について、第１０条第２項の規

定は法附則第５９条第３項において準用する法第１５条の３第１項第７号に規

定する条例で定める場合について、それぞれ準用する。 

第２条 宮代町税条例の一部を次のように改正する。 

附則第１０条中「第６１条又は第６２条」を「第６３条又は第６４条」に、「第

６１条若しくは第６２条」を「第６３条若しくは第６４条」に改める。 

附則第１０条の２第２７項中「附則第６２条」を「附則第６４条」に改める。

附則に次の２条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

 第２５条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に対応す

るための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２５号。次条

において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。）第５条第４項に規定

する指定行事のうち、町長が指定するものの中止若しくは延期又はその規模の

縮小により生じた当該指定行事の入場料金、参加料金その他の対価の払戻しを

請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する指定期間内にした

場合には、当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中に法附則第６０条

第４項に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第３１４条の７第１項第３

号に掲げる寄附金を支出したものとみなして、第３４条の７の規定を適用する。 

  （新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 



 ４６ 

 

 第２６条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染

症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第７条の３の２

第１項の規定の適用については、同項中「令和１５年度」とあるのは、「令和

１６年度」とする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年１月１

日から施行する。 

 



 ４７ 

 

議案第２９号 

 

   宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例について 

 

宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

提 案 理 由 

地方税法等の一部を改正する法律が公布されたことに伴い、宮代町都市計画税条

例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この

案を提出するものである。 

   

 



 ４８ 

 

   宮代町都市計画税条例の一部を改正する条例 

 （宮代町都市計画税条例の一部改正） 

第１条 宮代町都市計画税条例（平成２２年宮代町条例第２１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

附則第１６項中「又は第１５条の３」を「、第１５条の３又は第６１条」に改

め、「第１５条の３まで」の次に「若しくは第６１条」を加える。 

第２条 宮代町都市計画税条例の一部を次のように改正する。 

附則第１６項中「第６１条」を「第６３条」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年１月１

日から施行する。 

 



 ４９ 

 

議案第３０号 

 

宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

新型コロナウイルスの感染症の影響により、収入が減少した被保険者に係る国民

健康保険税の減免を実施するため、宮代町国民健康保険税条例の一部を改正したい

ので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ５０ 

 

宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

宮代町国民健康保険税条例（昭和３０年宮代町条例第２２号）の一部を次のよう 

に改正する。 

 第２５条第２項に次のただし書を加える。 

  ただし、納期限までに当該申請書を提出することができないことにつき災害そ

の他やむを得ない事由があると町長が認めた場合については、当該納期限の経過

後町長が定める日までの間、当該申請書を提出することができる。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



 ５１ 

 

議案第３１号 

 

宮代町固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例について 

 

宮代町固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出す

る。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の一部を改正する法律が

公布されたことに伴い、宮代町固定資産評価審査委員会条例の一部を改正したいの

で、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。 

 



 ５２ 

 

宮代町固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

 宮代町固定資産評価審査委員会条例（昭和３８年宮代町条例第１４号）の一部を

次のように改正する 

 第６条第２項中「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律」を「情

報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」に、「第３条第１項」を「第６

条第１項」改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 



 ５３ 

 

議案第３２号 

 

  宮代町防災会議条例の一部を改正する条例について 

 

宮代町防災会議条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 

 

  令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

提 案 理 由 

 宮代町防災会議の委員の定数を改め、同会議の連携体制の整備を図るため、宮代

町防災会議条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定

により、この案を提出するものである。 

 

 

 



 ５４ 

 

   宮代町防災会議条例の一部を改正する条例 

 宮代町防災会議条例（昭和３９年宮代町条例第２１号）の一部を次のように改正

する。 

 第３条第６項を次のように改める。 

６ 防災会議の委員の定数は、４０人以内とする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



 ５５ 

 

議案第３３号 

 

宮代町介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

宮代町介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

提 案 理 由 

介護保険法施行令等の一部改正に伴い、宮代町介護保険条例の一部を改正したい

ので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものであ

る。 

 



 ５６ 

 

宮代町介護保険条例の一部を改正する条例 

宮代町介護保険条例（平成１２年宮代町条例第１２号）の一部を次のように改正

する。 

第４条第２項中「令和元年度及び令和２年度の各年度」を「令和２年度」に、

「２１，９００円」を「１７，５００円」に改め、同条第３項中「令和元年度及び

令和２年度の各年度」を「令和２年度」に、「２１，９００円」を「１７，５００

円」に、「３６，６００円」を「２９，２００円」に改め、同条第４項中「令和元

年度及び令和２年度の各年度」を「令和２年度」に、「２１，９００円」を

「１７，５００円」に、「４２，４００円」を「４０，９００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の宮代町介護保険条

例の規定は、令和２年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正後の宮代町介護保険条例第４条の規定は、令和２年度以後の年度分の保険

料について適用し、令和元年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

 

 



 ５７ 

 

議案第３４号 

 

   宮代町国民保護協議会条例の一部を改正する条例について 

 

宮代町国民保護協議会条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 

 

  令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

提 案 理 由 

 宮代町国民保護協議会の委員の定数を改め、同協議会の連携体制の整備を図るた

め、宮代町国民保護協議会条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１

項第１号の規定により、この案を提出するものである。 

 

 

 



 ５８ 

 

    宮代町国民保護協議会条例の一部を改正する条例 

 宮代町国民保護協議会条例（平成１８年宮代町条例第３号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条中「３０人以内」を「４０人以内」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 



 ５９ 

 

議案第３５号 

 

埼玉県市町村総合事務組合の規約変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、埼玉県

市町村総合事務組合規約を次のとおり変更することについて、議決を求める。 

   

令和２年５月２８日提出 

 

                   宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 令和２年４月１日から鴻巣行田北本環境資源組合の名称変更に伴い、埼玉県市町

村総合事務組合規約を変更することについて協議したいので、地方自治法第２９０

条の規定により、この案を提出するものである。 

 

 

 

 

 



 ６０ 

 

埼玉県市町村総合事務組合規約の一部を変更する規約 

 埼玉県市町村総合事務組合規約（平成１８年指令市第７４５号）の一部を次のよ

うに変更する。 

 別表第１及び別表第２第４条第１号に掲げる事務の項組合市町村の欄中「鴻巣行

田北本環境資源組合」を「彩北広域清掃組合」に改める。 

   附 則 

 この規約は、埼玉県知事の許可のあった日から施行し、変更後の埼玉県市町村総

合事務組合規約の規定は、令和２年４月１日から適用する。 

   

 

 



 ６１ 

 

議案第３６号 

 

令和２年度宮代町一般会計補正予算（第１号）について 

 

令和２年度宮代町一般会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の交付、新型コロナ感染症対策

事業の実施等に伴い、令和２年度宮代町一般会計予算に１億９，００６万８，０００円

を追加し、総額を１４２億７，３２２万９，０００円とすることについて、地方自

治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 



 ６２ 

 

議案第３７号 

 

令和２年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

令和２年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

 

令和２年５月２８日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之 

 

 

提 案 理 由 

低所得者に係る保険料軽減の強化に伴い、令和２年度宮代町介護保険特別会計予

算の歳入において１款介護保険料を１，５３２万８，０００円減額し、６款繰入金

を１，５３２万８，０００円追加することについて、地方自治法第２１８条第１項

の規定により、この案を提出するものである。 

 


